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要旨：プラットフォームの参加者は、一定の制約の下で自発的に活動を行うことができると

いう特徴があり、そのような活動を促すためのガバナンス施策が、最近になって有力な研究

テーマとして浮上している。特にプラットフォームへのアクセスをどれだけオープンにす

るかについて多くの研究が行われてきたが、すべての参加者が個人となるピアツーピアの

取引プラットフォームでは、よりアクティブかつ繊細なオープンさの調整が必要になると

考えられる。しかしどのようなオープンさが P2Pプラットフォーム企業に競争優位をもた
らすか、という重要な問いについての実証的な検討が不足している。そこで本研究は日本の

ブログ・プラットフォームにおいて、オープンさの低い新規企業（Note）がオープンさの高
い既存企業（はてなブログ）との競争に勝利し、参入に成功した事例を分析した。オープン

さの低い新規企業が参入に成功するという逸脱事例が起きたメカニズムをエージェント・

ベース・シミュレーションによって解明した。結果として、オープンさを高めることで、幅

広いユーザーベースを確保するというこれまでに想定されていた方法ではなく、ユーザー

候補の属性の変化を感知し、その新たなユーザーに的を絞った“フォーカスド”なガバナン

ス施策によって、競争優位を築ける可能性が明らかになった。また既存のプラットフォーム

が新規企業の参入に直面しても、ガバナンスを変えなかった理由についても明らかにした。 
 
キーワード：プラットフォーム・ガバナンス、オープンさ、ブログ・プラットフォーム、エ

ージェント・ベース・シミュレーション、混合研究法 
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Abstract: Platform participants are characterized by their ability to engage in spontaneous 
activities under certain constraints. Therefore, governance practices to encourage their activities 
have recently emerged as a promising research topic. In particular, much work has been done on 
how open access to platforms should be, and it is likely that peer-to-peer (P2P) transaction 
platforms, where all participants are individuals, will require more active and sensitive 
management of openness. However, there is a lack of empirical investigation into the key question 
of what kind of openness will give P2P transaction platform companies a competitive advantage. 
To answer this question, we analyze a case in Japan in which an entrant blog platform with low 
openness outperformed an incumbent one with high openness. We used agent-based simulations 
to understand the mechanism of the deviant case where an entrant with low openness succeeded. 
As a result, we revealed that it is possible to build a competitive advantage through “focused” 
governance that detects changes in user attributes and targets new users, rather than the previously 
assumed method of securing a broad user base by increasing openness. We also revealed why the 
incumbent did not change its governance in the face of the entrant. 
 
Keywords: Platform governance, Openness, Blog platform, Agent-based simulation, Mixed 
methods 
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1. イントロダクション 
近年の情報通信技術の進展により、Google, Apple, Facebook, Amazon (GAFA)、日本で
は楽天やメルカリといったプラットフォーム・ビジネスが急成長を遂げている。プラットフ

ォーム・ビジネスとは、買い手と売り手のような 2つ以上のサイド（参加者グループ）が交
流・取引を行う場を提供するビジネスだと定義される (Parker, van Alstyne, and Choudary, 
2016)。このようなプラットフォームの参加者は、一定の制約の下で自発的に活動（例：生
産、販売）を行うことができるという特徴がある (Hagiu and Wright, 2015; Jacobides, 
Cennamo, and Gawer, 2018)。そのため参加者を集めるだけでなく、彼らの自発的な活動を
促すための適切なガバナンスを行うこともプラットフォーム企業にとって重要なタスクと

なる (Boudreau and Hagiu, 2009; Cusumano, Gawer, and Yoffie, 2019; Reischauer and 
Mair, 2018)。このようなプラットフォーム・ガバナンスについては、参加制約、特にオー
プンさの管理についての研究が多く行われてきた  (Chen, Pereira, and Patel, 2021; 
Kretschmer et al., 2020)。プラットフォームへのアクセスをオープンにすることで、補完
者やユーザーをより多く集め、ネットワーク効果を活用して成長することができる 
(Boudreau, 2010; Parker and van Alstyne, 2018)。例えば、スマートフォン市場において、
Google は Apple よりも後発であったため、よりオープン化を進める必要があった。Apple
はスポンサーとして iOSを保有し、厳しくコントロールしていたが、Googleは Androidを
オープンソースとすることで、どのメーカーでも自由に入手できるようにし、参入を果たし

た (Parker et al., 2016)。このように参加のオープンさを変えることが、他のプラットフォ
ームに対する競争優位につながると考えられている。 
これらの議論は、補完的な新製品や新サービスを開発するためにサードパーティーの開

発者（企業または専門知識を持つ個人）が使用する技術基盤を提供するテクノロジー・プラ

ットフォームを主な分析対象としていた。一方で、需給両サイドの参加者が個人となるピア

ツーピア (P2P) の取引プラットフォームでは、より細かなオープンさの調整が必要になる
と考えられる。本研究が対象とするこのようなプラットフォームとして、Facebook や
Instagram のような SNS、Mediumや日本のはてなブログや Note のようなブログ・プラ
ットフォームなどが挙げられる。テクノロジー・プラットフォームでは、所定の受け入れ基

準を設けることで、プラットフォームへのアクセスを何に（補完財）または誰に（補完者）

許可するかをコントロールする「プラットフォーム・ゲートキーピング」が行われている 
(Tiwana, 2013)。しかし P2Pの取引プラットフォームでは、供給される価値単位の質や参
加者の行動のばらつきが大きく、技術的な仕様やフォーマルなルールだけでは十分に制御

できない場合がある。そのためにプラットフォーマーによるアクティブな介入がより重要

となる (Kyprianou, 2018)。またオープンすぎると、質の低いコンテンツや一部の参加者の
問題行動が他の参加者の離反を招く可能性があるため、オープンさの慎重な管理が重要で

ある (Reischauer and Mair, 2018; West, 2003)。 
本研究では、P2P の取引プラットフォームの一種であるブログ・プラットフォームにお
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いて、新規企業（Note）が既存企業（はてなブログ）との競争に勝利し、参入に成功した日
本の事例を分析する。詳細なケーススタディを行った結果、既存企業はオープンさが高く、

新規企業は低いことが明らかになった。このようなオープンさの低い新規企業が参入に成

功したという現象は、オープンさが高いことが競争優位につながるという先行研究の議論

では説明できない。そこで我々はこのような現象が起きたメカニズムを解明する。具体的に

は、エージェント・ベース・シミュレーション (ABS) を用いて両社の戦略を再現したいく
つかのシナリオを検討した。結果として以下の 2点が明らかになった。 
まず本研究ではケーススタディから、参加者はタイプ A（アフィリエイターとして短期的
な PVや収益を目的としてブログを書く）とタイプ C（クリエイターとしてのスキルを長期
的に磨きたいと考える）に分けられると考えた。そして近年、タイプ C の割合が増えてい
ると考えられ、そのセグメントを積極的に取り込むことで、新規企業がユーザーベースを拡

大し、既存企業との競争に勝利したというメカニズムが明らかになった。 
このとき、新規企業はタイプ Aに対してはクローズド、タイプ Cに対してはオープンな
ガバナンスを行っていると考えられる。すなわち本研究は、ユーザーのセグメントに応じて

オープンさを変える“フォーカスド”なガバナンスの有効性を示すものである。既存企業よ

りもオープンさを高めることで、幅広いユーザーベースを確保するというこれまでに想定

されていた方法 (Boudreau, 2010; Parker and van Alstyne, 2018) ではなく、ユーザー候
補の属性の変化を感知し、その新たなユーザーに的を絞ったガバナンス施策によって、競争

優位を築ける可能性が明らかになった。 
また本研究は、既存企業が新規企業の参入に直面しても、ガバナンス施策を変更しなかっ

たことを観察し、その理由についても検討した。既存企業はオープンなガバナンスを行って

いるため、従来のタイプ Aだけでなく、増加するタイプ Cもある程度取り込むことができ
た。そのため、環境変化によって一時的に参加者の効用は低下したが、しばらくすると再び

上昇することがシミュレーションから確認された。しかし新規企業はタイプ C をより積極
的に取り込んでおり、その割合が増えるにつれて、既存企業を大きく上回る効用の上昇が起

きていた。この結果については 2 つの解釈ができる。まず不変のルールやデザインではな
く、より流動的でダイナミックなガバナンス施策の必要性が最近の研究で指摘されている 
(Huber, Kude, and Dibbern, 2017; Kyprianou, 2018)。ただし本研究からは、既存企業が環
境変化に気づき、戦略を転換することの難しさが明らかになった。一方で、既存のブログ・

プラットフォームは、新規に追い抜かれたものの、一定のユーザーベースと参加者の効用を

維持していた。すなわち、オープンなガバナンスはユーザー属性の変化に対して、レジリエ

ントであるという解釈もできる。このように環境変化に対応してフォーカスをダイナミッ

クな変えるか、オープンに参加者を集め、一定の規模を維持するかという 2 つのガバナン
ス戦略が企業にとっての選択肢となることが示唆される。 
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2. 先行研究 
2.1. P2P取引プラットフォーム 
プラットフォーム・ビジネスとは、複数のサイド（参加者グループ）が交流・取引を行う

場を提供すると定義される (Parker et al., 2016)。そして先行研究で議論されるプラットフ
ォームは、テクノロジー（イノベーション）・プラットフォームと取引プラットフォームの

2つに大別される (Cusumano et al., 2019; Shi, Li, and Chumnumpan, 2020)。Intelや
Appleといった企業が提供するテクノロジー・プラットフォームは、補完的な新製品や新サ
ービスを開発するためにサードパーティーの開発者（企業または専門知識を持つ個人）が使

用する技術基盤を提供している。このとき価値創造のためには、コアとなるプラットフォー

ム技術とプラットフォーム互換性のある製品・サービスの開発ルールを設定・普及させ、プ

ラットフォームを管理する必要がある (Wareham, Fox, and Giner, 2014)。一方、取引プラ
ットフォーム（例えば Amazon, Rakuten, Alibabaによる ECプラットフォーム）は、商品
やサービス、情報の交換を可能にするオンラインの多面的な市場である。このようなプラッ

トフォームでは、相互依存的な複数の顧客グループ（例：買い手と売り手）の間で生じるネ

ットワーク効果が強調される (McIntyre and Srinivasan, 2017)。Facebook、Twitter、
LinkedIn、Instagram、Tinderなどのソーシャルネットワーク (SNS) も、つながるのが難
しかったはずのユーザー間での情報交換を促しているため、取引プラットフォームだと考

えられる (Cusumano et al., 2019)。特に需給両サイドの参加者が個人であるような P2Pの
取引プラットフォーム（例：Airbnbや Instagram）では、個人が所有しているリソース（例：
宿泊スペース、写真）が供給されるため、プラットフォームに特化した価値単位を提供する

ための専門的な知識・技能は必要とされない (Kyprianou, 2018)。 
本研究は後者の P2Pの取引プラットフォームを対象とするが、こういったプラットフォ
ームは、需給サイドが明確に分かれているものと分かれていないものの 2 つに類型化され
る。Reischauer and Mair (2018) のオンライン・コミュニティのガバナンスについての研
究でも、両者を区別しており、後者をコミュニケーション・プラットフォームと呼んでいる。

前者の代表例はUberや Airbnbである。すなわち移動サービスや宿泊場所の提供には車や
物件の所有が必要であり、これらの P2Pプラットフォームにおいては、参加者が両サイド
間を行き来するハードルが高いと考えられる。一方で後者の例として、Facebook や
Instagram のような SNS、Mediumや日本のはてなブログや Note のようなブログ・プラ
ットフォームが挙げられる。これらのプラットフォームでは、価値単位の需要サイドの参加

者が供給サイドに移ることは容易である。例えば Instagram では、プラットフォームの参
加者は他の参加者の投稿を見る需要者であると同時に、写真というコンテンツを投稿する

供給者でもある。本研究では後者のタイプの P2Pの取引プラットフォームを想定し、参加
者が需給両サイドを行き来するという前提で議論を進める。 
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2.2. プラットフォーム・ガバナンス：参加のオープンさの管理 
このようなプラットフォームの参加者は、一定の制約の下で自発的に活動（例：生産、販

売）を行うことができるという特徴がある (Hagiu and Wright, 2015; Jacobides et al., 
2018)。そのため参加者を集めるだけでなく、彼らの自発的な活動を促すための適切なガバ
ナンスを行うこともプラットフォーム企業にとって重要なタスクとなる (Boudreau and 
Hagiu, 2009; Cusumano et al., 2019; Reischauer and Mair, 2018)。Rietveld and Schilling 
(2021) によるプラットフォーム競争についての最近のレビュー論文でも、プラットフォー
ム・ガバナンスが最近になって有力なテーマとして浮上していることが指摘されている。 
このようなプラットフォーム・ガバナンスについては、プラットフォームへのアクセス

（誰が参加できるのか：参加制約）について主に議論されている (Cusumano et al., 2019; 
Kyprianou, 2018)。そして特に参加のオープンさに関する研究が多く行われてきた (Chen 
et al., 2021; Kretschmer et al., 2020)。Boudreau (2010) では、独立したハードウェア開発
者にアクセス権を与えることで、新しいデバイスの開発速度が飛躍的に向上したことがわ

かった。このようにプラットフォームへのアクセスをオープンにすることで、ネットワーク

効果を活用し、補完財の生産を活性化することで、成長を促進することができる (Parker 
and van Alstyne, 2018)。一方でオープンすぎると、質の低い貢献や一部の参加者の問題行
動が他の参加者の離反を招く可能性がある (Boudreau, 2012)。ゲーム業界で「アタリ・シ
ョック」と呼ばれているような、過度のオープン化による低品質な補完物の流入を避けるた

めに、プラットフォーム企業はオープンさを慎重に管理することが重要である 
(Kretschmer et al., 2020; West, 2003)。 
これらのプラットフォーム・ガバナンスについての議論は、主にテクノロジー・プラット

フォームを対象としたものだが、本研究が対象とする P2Pの取引プラットフォームでは、
ガバナンスがさらに重要となると考えられる。テクノロジー・プラットフォームでは、所定

の受け入れ基準を設けることで、プラットフォームへのアクセスを何に（補完財）または誰

に（補完者）許可するかをコントロールする「プラットフォーム・ゲートキーピング」が行

われている (Tiwana, 2013)。しかし P2Pの取引プラットフォームでは、供給される価値単
位の質や参加者の行動のばらつきが大きく、技術的な仕様やフォーマルなルールだけでは

十分に制御できない場合がある。そのためにプラットフォーム企業によるアクティブな介

入がより重要となる (Kyprianou, 2018)。そして本研究が対象とする需給サイドが明確に分
かれていない P2Pの取引プラットフォーム（例：InstagramやMedium）では、参加のオ
ープンさの管理が特に重要となると考えられる。というのも価値単位の供給サイドと需要

サイドの参加者が頻繁に入れ替わるので、特定のサイドの行動に制約を課すことは難しい。

現状でもそれらのプラットフォーム企業による行動制約は、利用規約の策定や投稿の拡散

時に注意を促したりするなど限定的である。一方でもう 1つの類型である Uberや Airbnb
のような P2Pの取引プラットフォームでは、参加者間のインタラクション、例えばドライ
バーと乗客のインタラクション（例：配車依頼、料金設定）をアプリの機能によって制限し
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ている。 
 
2.3. プラットフォームのオープンさと競争優位 Platform Openness and Competitive 

Advantage 
このように参加のオープンさを変えることが、他のプラットフォームに対する競争優位

につながると考えられる。これまでにもプラットフォーム・ビジネスの競争優位については、

いくつかの観点から議論が行われてきた。まずプラットフォーム企業は間接ネットワーク

効果によって、競争優位を実現する  (Clements and Ohashi, 2005; McIntyre and 
Srinivasan, 2017)。すなわち例えば需要サイドに多くの参加者を集めれば、それらとの取
引を望む供給サイドに参加者が集まることになる。するとさらに需要サイドが集まるとい

う正のフィードバックが働く。そのためユーザーベースは、プラットフォーム企業に競争優

位をもたらす (Eisenmann, Parker, and Alstyne, 2011; Garud et al., 2020)。 
一方で、ユーザーベースで劣る新規企業が既存企業を上回る業績を実現することがある。

それは既存企業との差別化によって実現される (Rietveld and Schilling, 2021)。例えば、
プラットフォームのクオリティで勝る新規が既存からユーザーを奪うと考えられる (Tellis, 
Yin, and Niraj, 2009; Zhu and Iansiti, 2012)。Zhu and Iansiti (2012) は、同じユーザー
ベースをめぐる既存と新規のプラットフォーム企業の競争を検討した。そして間接ネット

ワーク効果が一定以下であれば、プラットフォームの質（ゲーム機の性能や使い勝手）で勝

る新規が既存から徐々にユーザーベースを奪ってシェアを拡大することを実証した。 
またプラットフォーム・ガバナンス施策も差別化の手段になりうる。最初にも述べたよう

に、参加のオープンさを変えることが、他のプラットフォームに対する競争優位につながる

と考えられる。例えば、アップルは Mac OS のソフトウェア開発キット (SDK) を 1 万ド
ルで販売することで、少数の限定された外部ソフトウェア開発者を取り込んだ。一方でマイ

クロソフトは、Windows の SDK を原則として無料で配り、はるかに多くの開発者を引き
付けた (Parker et al., 2016)。またスマートフォン市場において、Googleは Appleよりも
後発であったため、よりオープン化を進める必要があった。すなわち Apple はスポンサー
として iOSを保有し、厳しくコントロールしたが、Googleは Androidをオープンソースと
することで、どのメーカーでも自由に入手できるようにし、参入を果たした (Parker et al., 
2016)。 
ただし先にも述べたように、オープンすぎると、質の低い貢献や一部の参加者の問題行動

が他の参加者の離反を招く可能性があり、プラットフォーム企業はオープンさを慎重に管

理する必要がある (Boudreau, 2012; Kretschmer et al., 2020; West, 2003)。このようなプ
ラットフォームのオープンさをどのレベルに設定すればよいか、という問いは実務におい

て非常に重要だと考えられるが、先行研究では明示的な議論は行われていない。また先駆的

な研究 (Kyprianou, 2018; Reischauer and Mair, 2018) から P2Pの取引プラットフォーム
のガバナンス施策の詳細が明らかになりつつあるが、それらが競争優位に与える影響が明
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らかになっていない。このように「どのようなオープンさがプラットフォーム企業に競争優

位をもたらすか」という重要な問いについての実証的な検討が不足している。 
以上の問いに答えるために、本研究は日本のブログ・プラットフォームにおいて、オープ

ンさの低い新規企業（Note）がオープンさの高い既存企業（はてなブログ）との競争に勝利
し、参入に成功した事例を分析する。このようなオープンさの低い新規企業が参入に成功し

たという現象は、オープンさが高いことが競争優位につながるという先行研究の議論では

説明できない。そこで我々はこのような現象が起きたメカニズムを以下の方法によって解

明する。 
 
3. メソッド 
3.1. 混合研究：ケーススタディと ABS 
本研究では、日本の 2 社のブログ・プラットフォームについてのケーススタディを行っ
た後、それをベースにしたエージェント・ベース・シミュレーション (ABS) を行う。この
ような複数のメソッドを用いた混合研究によって、ある方法の長所が別の方法の限界を補

うことができ、より有効な結果が得られる (Turner, Cardinal, and Burton, 2017)。まずケ
ーススタディによって対象とする現象について詳細に理解することができ、帰納的に理論

を構築するためのベースを得ることができる (Eisenhardt and Graebner, 2007)。またコン
ピュータ・シミュレーションは、一般化可能性の最大化や変数の制御と操作という点で強み

を有している (Davis, Eisenhardt, and Bingham, 2007; Harrison et al., 2007)。本研究で
はシミュレーションの手法として ABSを採用した。ABSは行為者（エージェント）の動き
とそれらの相互作用をモデル化し、どのような組織現象が創発するのかを見る手法である。

様々な変数が絡み合った状況で理論構築をする際に効果的だとされ、特に大きな効果を発

揮するのは、時間進行を伴うプロセスのモデル化である (Fioretti, 2013)。本研究のように
シミュレーションとケーススタディを組み合わせた研究として、Cardinal et al. (2010) が
ある。この研究は製品開発のコンティンジェンシーベースのモデルを検討するために、まず

コンピュータ・シミュレーションによってデザインや環境条件を操作した。しかし開発スピ

ードとコストのような先行研究で指摘されるトレードオフが観察されない場合があった。

そこで 3 社の 6 つの開発プロジェクトについて事例研究を行うことで、コンテクストによ
る結果の違いを説明した。このように混合研究を行うことで、理論に対してより多くの洞察

を生み出したり、ある現象に対する理解を深めたりすることができる。 
 
3.2. ケーススタディ：既存のはてなブログと新規参入のNote 
3.2.1. データ 
本研究では日本の大手ブログ・プラットフォーム企業であるはてなブログとNoteの事例
を比較する。先にも述べたように、ブログ・プラットフォームは参加者が需給両サイドを行

き来する P2P の取引プラットフォームに該当する。前者については創業メンバー2 人に対
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して、インタビューをそれぞれ 1回ずつ行った（2019年 6月と 8月）。また後者について
は創業者のインタビュー記事を主なデータとして利用した。また公開資料（例：プレスリリ

ース、ウェブサイト、公式ブログ）を用いることで triangulation (Eisenhardt and Graebner, 
2007) を行い、意思決定・行動と出来事の時系列を把握した。 

 
3.2.2. Noteの参入とガバナンス施策の違い 
はてなブログは 2011年、Noteは 2014年にそれぞれサービスを開始した。本研究で注目
するのは参入企業であるNoteの躍進である。まずNoteは 2019年 1月に 1000万MAUで
あったが、同年 9月には 2000万MAU、そして 2020年 4月には 6300万MAUと急成長
を遂げた。また Google Trendのデータによれば、Noteの検索数は 2016年末ごろまでは少
ないが、2019年 11月にはてなブログの検索数を追い抜いていることがわかる（図 1）。 
 

 
図 1：はてなブログと Noteの検索数の推移 

 
次にシミュレーションを行うために、両プラットフォームのビジネスモデルとガバナン

スの違いを説明する（表 1）。まず前提として両社は個人ユーザー向けの有料プランと企業
向けプランを提供している。それに加えて、はてなブログではページに広告を貼ることがで

き、ページ閲覧数 PVに応じてブロガーは収益を得られる（アフィリエイトと呼ばれる）。
一方でNoteの場合、ブログ記事に広告欄はなく、①ブロガーはビューワーに対して自身の
記事を販売することができ（有料Note）、②ビューワーは気に入ったブロガーに金銭を支払
うことができる（サポート）。Noteはブロガーによるコンテンツ売上の一部を手数料として
受け取っている。 
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表 1：はてなブログと Noteの比較 

 
このようなビジネスモデルの違いを反映して、両社のガバナンス施策、特に参加制約は大

きく異なる。結論から言えば、はてなブログはオープンさが高く、Noteは比較的低い（ク
ローズド）。そのように考えられる理由を、(1) 参加とフィルター、(2) ターゲット、(3) 広
告への態度の 3つの観点から説明する（表 1）。 
 
(1) 参加とフィルター 
第 1に、はてなブログのNoteもセミオープンなプラットフォームだと考えられるが、後
者がよりクローズドだと考えられる。はてなブログは「自由に書けるのをすごく重視」して

おり、「これは書いちゃダメみたいなのを言っていくべきではない」と考えていた（プロデ

ューサー）。またチームには編集スタッフが在籍しており、彼・彼女らが質の高い記事を書

いたり、優れた記事をピックアップして紹介することで、コンテンツのフィルタリングを行

っていた。加えて、アルゴリズムによる優れた記事・不適切な記事の選別を行い、前者のユ

ーザーへのレコメンド、後者の削除（場合によってはアカウントの停止）を行っている。こ

のような機械的なフィルタリングははてなブログとNoteに共通している。 
また Note も「オープンな街をネット上につくりたい」（創業者）という思いで創業され
ており、入口のオープンさは高い。ただしNoteはサービス開始の2年前の2012年に「cakes」
というプロが記事を書くプラットフォームを立ち上げている。その狙いは以下である。 

Hatena Blog (since 2011) Note (since 2014)
Revenue Advertisement Content sales commissions
Participation
constraint Low Moderate (Focus on creators)

Semi-open Semi-open

: entry "I put a lot of emphasis on being able
to write freely."

"I want to create an open city on the
Internet."

: filter "The editor writes a great article or
picks it up."

"The editorial staff include their
recommended blogs to convey the world of
Note."

Broad Narrow

: target "I want to create a platform where
people can write long-form blogs."

"I want to create a place where people who
express themselves are properly rewarded."
"By forming partnerships with broadcasters,
publishers, and Internet companies, we are
increasing the number of "outlets" for
creators to deliver their works."

Accept Prohibit
"I don't think that earning from ads is
bad. I think the cycle of writing,
earning advertising revenue, and then
writing again is acceptable."

"Ads revenue depend on page views. Then,
contents on the platform tend to be biased
toward things that grab attention instantly."

: advertising
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「いきなり noteのような「誰でも書けます」という場をつくっては、これまでにもあっ
たブログの集積と混同されてしまう。まずは、プロの書き手が集まるクオリティの高い世界

観でブランドイメージを伝えてから、オープンな場をつくる。その順序が重要だった」（創

業者） 
すなわちオープンではあるものの、高いクオリティのコンテンツが集まるような仕掛け

を行っている。またフィルターについては、編集者がおすすめの作品を掲載していて、note
の世界観を伝えるとともに、優れたブロガーのインタビュー記事を掲載することで、「こう

いう記事が好まれるといった雰囲気を伝えるための、お手本」になっている（創業者）。こ

のようにNoteは世界観やブランドイメージを明確に発信しているという点で、はてなブロ
グよりもややクローズドだといえる。 

 
(2) ターゲット 
第 2に、はてなブログが幅広い参加者層を想定しているのに対して、Noteは「クリエイ
ター」にフォーカスしている。まずはてなブログがリリースされた 2011年は、日本でちょ
うど Twitterや Facebookのような SNSが流行し始めたときであった。これらのサービス
ではユーザーが短文ばかりを書いていることに問題意識を持ったプロデューサーは、「長文

ブログをちゃんと書き残すプラットフォームをつくりたい」（プロデューサー）と考え、ブ

ログのコンセプトを定めた。すなわちユーザーが自身の強い思いを文章に残せるような設

計にした。 
一方でNoteは「表現するひとが、きちんと報われる場づくり」を目指して、サービス開
発が行われた。創業者は創業の背景について以下のように語っている。 
「インターネットによって誰でも創作ができるようになった。ただ問題は、つくるのは誰

でもできるけど、創作のクオリティを上げたり、ちゃんと見てもらったり、認められたり、

お金になったりというエコシステムがなかった」（創業者） 
このようにクリエイターのためのプラットフォームとして、Noteは作られている。その
ため先に述べたブロガーによるコンテンツの販売や、出版社やテレビ局と提携することで、

ブログの書籍化・映像化のチャンスを提供するなど、クリエイターを志望する人々の登竜門

のような役割を果たしている。このようにはてなブログに比べて、Noteがターゲットとす
るユーザー層はやや狭いと考えられる。 

 
(3) 広告への態度 
第 3 に、広告について両社の態度は正反対であり、はてなブログは広告収入を認めてい
るが、Noteではブロガーが広告によって収益を得ることができないようになっている。ま
ずはてなブログのプロデューサーは以下のように広告収入について肯定的である。 
「アフィリエイト＝悪だとは全然思ってなくて、その文章書いてそれで広告収入が得ら

れてそれを励みにまた新しい文章を書くっていうサイクル自体はすごい好ましい」（プロデ
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ューサー） 
一方でNoteでは、広告収入はページビューに比例するため、そのような目的で作られた
コンテンツは、瞬間的に人々の注目を集めるものに偏りがちになると考え、広告を排除して

いる。創業者は以下のように述べている。 
「当たり前だった「ランキング」「広告」がないことで、お互いの多様性を認め合い、コ

ンテンツに敬意をはらい、いいクリエイティブが生まれる雰囲気づくりをしています」（創

業者） 
 
3.2.3. ケースからの発見事実 
以上のケーススタディからは 2 つのことが言える。まず第 1 に、両社のターゲットと広
告への態度から、参加者には広告収入を求めるアフィリエイター（タイプ A）と質の高い記
事を書き、その書籍化や映像化を目指すクリエイター（タイプ C）の大きく 2つがあること
がわかる。 
第 2の発見事実として、はてなブログは参加するタイプを限定していないが、Noteはア
フィリエイター（タイプ A）の参加を制限し、クリエイター（タイプ C）の参加を促進して
いるといえる。いずれのプラットフォームも基本的にはオープンな参加を認めつつ、編集ス

タッフやアルゴリズムによるフィルタリングによってプラットフォームの入口と出口をコ

ントロールしている。そしてNoteは後者のクリエイターを主なターゲットとしており、「表
現するひと」が「創作のクオリティを上げたり、ちゃんと見てもらったり、認められたり、

お金になったりというエコシステム」を目指している。そのため、Noteは世界観やブラン
ドイメージを明確に打ち出しており、はてなブログよりもより積極的な介入を行っている

と考えられる。 
一方ではてなブログは当初から一定してオープンさが高い。このことははてなブログの

利用規約の変更履歴からも読み取れる。すなわち 2012 年 8 月に策定された利用規約は、
2015 年 11 月に一度変更され、2019 年 10 月に「コミュニティガイドライン」として大幅
に改訂されている。一方でNoteは 2014年にサービスを開始し、2019年 12月に規約を策
定している。そして先に示したように、Google Trendのデータからは、Noteが 2019年 11
月にはてなブログを逆転したことがわかる。筆者の一人がはてなブログの幹部に 2019年 6
月に行ったインタビューでは、踏み込んだガイドライン策定の必要性について以下のよう

に述べられていた。 
「利用規約でこういうのはダメですっていうガイドラインはあったけど、ガイドライン

よりはもう少し一歩踏み込んで、我々が求めるブログの世界、コミュニティの世界っていう

のはもっと打ち出していかないといけない」（創業者） 
そして 4ヶ月後の 2019年 10月に規約が改訂されており、ガバナンスを変更しようとし
ていることがわかる。しかし裏を返せば、Noteが参入した 2014年から 2019年の間、はて
なブログはガバナンスを大きく変更しなかったといえる。 
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3.3. シミュレーションの概要 
以上のケースをもとに、はてなブログと Note に対応するプラットフォーム X と Y を作
成し、シミュレーションを行う（図 2）。次節で設定、効用算出、そして参入・退出のルー
ルについて詳しく述べる。1回 100ステップのシミュレーションを 50回実行し、100ステ
ップ目のエージェント数Nと平均効用Uaを記録する。 
 

 
図 2：シミュレーションの概要 

 
3.3.1. 設定：タイプ、クオリティ 
まず初期設定として 50のエージェントを生成し、ランダムに配置する。ブログ・プラッ
トフォームには、書き手と読み手がいるが、参加者は両方の役割をすることができる。その

ため本研究のエージェントは書き手かつ読み手である。 
これらのエージェントにはタイプ Tとクオリティ Qの 2つのパラメータを与える。まず
各エージェントに T=1~9（5は除外）をランダムに割り当てる。T=6~9であればタイプ C、
T=1~4であればタイプ Aとする。先にも述べたように、タイプ Cの参加者とは、ブログ記
事を書くことやその活動を通して他の参加者と交流すること、そして最終的にはクリエイ

ターとして生計を立てることを目指している人を指す。一方で、タイプAとは短期的なPV、
そしてその先の収益を目的としてブログを書いている人、いわゆるアフィリエイターを指

す。最新のトレンドや芸能ニュースなど、瞬間的に注目を集めものを書くと考えられる。 
そして Qは 1~9までランダムに割り当てられ、値が大きいほどそのエージェントが書く
ブログのクオリティが高いことを意味する。次節の式(2)で算出される効用が上昇するにつ
れて以下の式(1)でクオリティが上昇するとする。 

 
𝑄!,#$% =	𝑄!,# + 𝑢!,# × 0.01 (1) 
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これは他のクオリティの高い記事を読むことで学習し、一期後の自身の記事のクオリテ

ィが向上することを意味している。効用は 3 を下回るので、100 ステップの上昇幅が 3 以
下になるように倍率を 0.01としている。クオリティが 9を超えることはない1。 

 
3.3.2. 効用 
次に t期の効用 𝑢!,# は以下の式(2)によって算出される。基本的には自分と同じタイプの
エージェントの記事を読むほど効用が上がると考えている。すなわちクリエイターを目指

している参加者は、自身と同じタイプCの参加者が書いた記事を読みたいと想定している。
もちろんアフィリエイター（タイプ A）の書く記事からも注目を集めるための技術は学べる
ため、一定程度の効用増加が見込まれるとする。 

𝑢!,# = ,𝑤!,& ×.𝑄&,# +𝑤!,' ×.𝑄',#/ ÷ 𝑁()!*+,-.,# (2) 

 
まずエージェントは周囲を探索し、一定の範囲内の他のエージェント(neighbor)のタイプ
とクオリティを取得する。そしてタイプごとのクオリティ(𝑄&,# , 𝑄',#)を合計する。そしてそ

れぞれにウェイト (𝑤!,&, 𝑤!,') をかけて合計し、それを neighborのエージェント数で割る。
ウェイトは 𝑤& = 1 − 𝑤/ 	、𝑤!,/ =	𝑇! × 0.1 とする。すなわち T=1のタイプ Aの参加者の場
合、(𝑤!,&, 𝑤!,') = (0.9, 0.1) となり、周囲にタイプ A のエージェントが多く、そのエージェ
ントのクオリティが高いほど効用が上がることになる。当然ながら周囲のエージェント数

が多くなれば効用が上がるので、エージェント数で割ることで調整している。 
 
3.3.3. 参入 
プラットフォームにおいては参加者の出入りが自然に起こる。まず各ステップの参加予

定エージェント(Potential Entry)を 50とする。Zhu and Iansiti (2012) はダイナミックな
モデルに基づいてプラットフォームの参加者数の推移を明らかにしたが、このモデルでは

新規の参加者数は 1 期前のプラットフォーム全体の効用に依存する。この研究を参考に、
本研究では式(3)のように、1ステップ前の参加エージェントの平均効用 𝑈𝑎#0% と 3ステッ
プ前の平均効用 𝑈𝑎#01 を比較して、大きければ参入数が増え、小さければ減るというルー
ルを盛り込んだ（マイナスにはならない）。このルールは、満足度が上昇しているプラット

フォームには自然と人が集まってくるが、満足度が低下していると人が来なくなるという

ネットワーク効果を表現している。 
 

 
1 記事のクオリティには上限があると想定し、この仮定を置いた。シミュレーション結果
から、100ステップ後のクオリティの平均値は最大で 6.06となり、このときのクオリティ
の分散が 5.89で最小となる。このとき平均±1SDは(3.63, 8.48)となり、クオリティが上
限の 9に達している参加者はごくわずかである。 
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𝐴𝑐𝑡𝑢𝑎𝑙	𝐸𝑛𝑡𝑟𝑦# = 𝑃𝑜𝑡𝑒𝑛𝑡𝑖𝑎𝑙	𝐸𝑛𝑡𝑟𝑦# + (𝑈𝑎#0% − 𝑈𝑎#01) × 100 (3) 
 
そしてプラットフォーム企業が、参加を予定するエージェントに参加制約を課すと考え

る。まずプラットフォーム Xはタイプ Aと Cのいずれもウェルカムだと考え、参加に制約
を設けない。一方で、プラットフォーム Yはタイプ Cを優遇するようなガバナンスを行う
とする。Noteはタイプ Cのようなクリエイターのためのエコシステムを目指しているから
だ。そして世界観や雰囲気を伝えるというフィルターや、記事の書籍化や映像化といったイ

ンセンティブによって、タイプ C の参加者にターゲットを絞っている。もちろんオープン
な場にすることを目指しており、タイプ A の参加を禁止するものではない。以上を踏まえ
て、毎ステップ参入予定のタイプ A のエージェントの 10~40%を削除するというルールを
加える。ベースとなるルールではタイプ Aと Cをランダムに割り当てているので、例えば
参加予定のエージェントが 50 であれば、プラットフォーム X ではタイプ A と C が 25 ず
つ参入することになる。一方でプラットフォーム Yのように参加予定のタイプ Aの 40%を
削除するルールにすると、タイプ Cが 25、タイプ Aが 25*0.6=15となる。 
 
3.3.4. 退出 
また 20 ステップおきに各エージェントについて、過去 20 ステップの平均効用が現在の
効用以下であれば退出するというルールを与える。これは効用が増加しなければ退出する

ことを意味する。 
そしてプラットフォーム X では、10 ステップおきにクオリティが 1 のエージェントの

1%をランダムに削除するというルールを設ける。先のケースでも紹介したように、はてな
ブログでは最低限の介入にとどめていると考えられる。一方でプラットフォーム Y では、
10n ステップおきにクオリティの低いタイプ A のエージェントの 5%を削除するというル
ールを設ける。閾値となるクオリティは 1~4で変化させて、介入の強弱の影響を検討する。
Noteではページに広告を掲載できない仕様になっており、タイプ Aが書くような広告収入
を目的として作られたコンテンツに対しては厳しい態度をとっている。ただ先の参入制約

と同様に、基本的にはオープンなプラットフォームを志向しており、タイプ A の参加者を
すべて排除するものではない。そこで本研究では以上のように、タイプ A の参加者のうち
クオリティの低い記事を書く者を退出させるというルールを設けた。 
このような参加制約と退出制約の組み合わせを変えた X と Y1~Y4 のプラットフォーム
を作成する（表 2）。例えば Y1では、毎ステップ参入予定のタイプ Aの 10%を削除（参入）、
10ステップおきにクオリティが 1以下のタイプ Aのエージェントの 5%を削除（退出）と
いうルールを設けた。 
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表 2：プラットフォーム Xと Yの参入・退出制約の比較 
 
4. 結果 
結果として、①プラットフォーム Yの平均効用がある条件下では Xを上回ること、②プ
ラットフォーム X は環境変化によって一時的に参加者の効用は低下するが、しばらくする
と再び上昇することが確認された（表 3）。 

 
4.1. プラットフォーム Xは増加するタイプ Cの参加者をうまく取り込み、参入に成功した 
各ステップ参加予定のエージェントのタイプ A の比率𝑅&を 0.3~0.7 まで変化させてシミ
ュレーションを実行した。表 3のように𝑅& = 0.6, 0.7のときにはプラットフォーム Xの方が
エージェントの平均効用が高く（2.89>2.82, 3.16>3.03）、𝑅& = 0.3, 0.4のときにはプラット

フォーム Yの方が高くなった（3.24<3.28, 2.93<2.96）。また𝑅& = 0.5のときには Y4が最大
となったが、Xが 2番目に高い値となった。この点については次節で詳しく議論する。 

 

表 3：タイプ Aの比率とガバナンスを変化させたときの平均効用（100ステップ目） 
 
この結果は、社会におけるタイプ Aの比率が低くなる（タイプ Cの比率が高くなる）に
つれて、プラットフォーム Y の方が参加者の満足度が高くなるということを意味する。す
なわち、参加予定のタイプ C の比率が高くなるにつれて、その層を積極的に取り込んだプ
ラットフォーム Yが Xに対して競争優位を実現することが確認された。これが後発のNote
が参入に成功した要因だと考えられる。逆に参加を希望するタイプ C の比率が低い環境で
は、プラットフォーム Yの参加者の効用は低く、参入に失敗すると考えられる。 

Entry (each step) Exit (each 10 step)
X None Delete 1% of Q<=1 Type A participant
Y1 Delete 10% of Type A entrant Delete 5% of Q<=1 
Y2 20% Q<=2
Y3 30% Q<=3
Y4 40% Q<=4

0.3 0.4 0.5 0.6 0.7
X 3.24 2.93 2.80 2.89 3.16
Y1 3.28 2.96 2.79 2.82 3.03
Y2 3.39 3.01 2.78 2.73 2.90
Y3 3.49 3.10 2.78 2.66 2.73
Y4 3.61 3.18 2.82 2.58 2.55

𝑅"
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また先行研究では、クローズドなガバナンスを行うと、参加者の質を担保することはでき

るが、参加者数が減少してしまうというトレードオフが指摘されていた (Kyprianou, 2018; 
Reischauer and Mair, 2018)。ユーザーベースを確保できなければ、ネットワーク効果を活
用して、プラットフォームを成長させることができない (Clements and Ohashi, 2005; 
McIntyre and Srinivasan, 2017)。しかし本研究のシミュレーションでは、𝑅& = 0.3のとき

プラットフォーム Y のようにガバナンスを厳しくしても、参加者数の減少は軽微となると
いう結果になった（図 3）。 

 
図 3：各シナリオにおける 100ステップ後の参加者数 

 
この理由は、𝑅& = 0.3, 0.4 のとき、そもそも参入予定のタイプ Aが少なく、クローズドに
しても参入総数があまり減らないからだ。例えば 𝑅& = 0.7 のときその 10%を削除すると
𝑅& = 0.63 となる。このとき参加エージェント数は 0.63+0.3=0.93、すなわち元の 93%とな
る。一方で𝑅& = 0.3のときその 10%を削除すると 𝑅& = 0.27 となる。参加エージェント数
は 0.27+0.7=0.97、すなわち元の 97%となる。このように 𝑅& の比率が低いときには、クロ
ーズドなガバナンスを行った場合の参加者数へのマイナス影響が小さいことがわかる。 
一方でタイプ Cの参加者数はプラットフォーム X, Yでそれほど変わらない（図 4）。なぜ
ならプラットフォーム Xはタイプ Aも Cもオープンに受け入れるからだ。さらにプラット
フォーム Yではクオリティの低いタイプ Aを削除するという出口への制約も加えているた
め、タイプ Cの比率が高くなる。タイプ Cの効用は周囲に同じタイプの参加者が多いほど
高くなるので、プラットフォーム Y ではタイプ C の効用が高くなる。このように𝑅& = 0.3

のとき、オープンさの低い（クローズドな）プラットフォーム Yでは、参加者の平均効用・
参加者数ともに高くなっている。 
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図 4：各シナリオにおける 100ステップ後のタイプ Cの参加者数 

 
4.2. プラットフォーム Xがガバナンスを変えなかった理由 
一方でプラットフォーム Xは Yの参入を許した、すなわち環境変化に応じたガバナンス
の変更を行わなかったと考えられる。このことはケーススタディでも触れたように、はてな

ブログの利用規約の変更履歴からも読み取れる。 
その理由は、本研究のシミュレーション結果、特にプラットフォーム Xがまだ Yと同程
度の効用を実現していた 𝑅& = 0.5 の結果から説明できる（表 3）。すなわち (1) プラット
フォーム Xでは 𝑅& = 0.5 のとき平均効用が最低となり、その後は上昇している、(2) 𝑅& =
0.5 のときプラットフォーム X はプラットフォーム Y4 を除いた Y よりも平均効用が高く
なっている。 
第 1 の結果から言えることは、従来の施策を継続しても、平均効用が増加したというこ
とだ。すなわち環境変化とそれに伴う参加者の満足度の低下に気づいていても、しばらくす

ればまた満足度が向上するため、ガバナンスを変えなかったと考えられる。そして第 2 の
結果からは、プラットフォーム Yが最もクローズドにしない限りはプラットフォーム Xの
方が平均効用が高く、参入者に対して優位を保っていることがいえる。このような 2 つの
理由からプラットフォーム Xはガバナンスを変えることなく、プラットフォーム Yの成長
を看過してしまったと考えられる。 
 
このような結果となるメカニズムは以下のとおりである。まず 100 ステップ後の平均効
用は以下の式で計算される。 

𝑈𝑎%22 = 𝑈𝑎&,%22 × 𝑅&,%22 + 𝑈𝑎',%22 × K1 − 𝑅&,%22L
								= 𝑅&,%22 × K𝑈𝑎&,%22 − 𝑈𝑎',%22L + 𝑈𝑎',%22 (4)
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そしてプラットフォーム X において参加予定のタイプ A の比率 𝑅&,2 を 0.3 から 0.7 ま
で変化させたとき、それぞれの値は以下の表 4のようになる。図 5を見ると分かるように、
𝑅&,%22 × K𝑈𝑎&,%22 − 𝑈𝑎',%22L は原点に対して凸で右上がりになっているのに対して、𝑈𝑎',%22 
は原点に対して凸で右下がりになっている。したがって、それらを合計した 𝑈𝑎%22  は 
𝑅&,2 = 0.5 で最小となり、図のようにくぼんだ形状となる。これが 𝑅&,2 = 0.5 のとき平均効
用が最小となる理由である。 

 

表 4：プラットフォーム Xにおける平均効用の内訳 

 
図 5：プラットフォーム Xにおける平均効用の内訳 

 
𝑅&,2 が小さくなる（𝑅',2 が大きくなる）につれて、タイプ Cの参加者の周囲にいる参加
者 neighbor に占めるタイプ C の割合が増える。タイプ C の効用 𝑈𝑎',%22 は周囲に同じタ
イプの参加者が多いほど高くなる。このときタイプ A の効用は低くなるので、退出する参
加者が増える。このようにしてタイプ C の効用は、𝑅&,2 が小さくなるにつれてより大きく
上昇する。 
また 𝑅&,2 = 0.5 のときそれぞれの値は以下の表 5 のようになる。𝑅&,%22 × K𝑈𝑎&,%22 −

𝑈𝑎',%22L は原点に対して凸で右下がりになっているのに対して、𝑈𝑎',%22 は原点に対して凸
で右上がりになっている。したがって、それらを合計した 𝑈𝑎%22 はプラットフォーム Y2

RA0 RA100*(UaA-UaC) UaC Ua
0.3 -0.38 3.62 3.24
0.4 -0.25 0.13 3.18 -0.44 2.93 -0.31
0.5 0.03 0.28 2.77 -0.41 2.80 -0.13
0.6 0.45 0.42 2.43 -0.34 2.89 0.09
0.7 1.00 0.55 2.15 -0.28 3.16 0.27
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で最小となる。上で述べたのと同じように、参入・退出制約が厳しくなるにつれてプラット

フォーム上のタイプ Cの割合が非線形に増え、タイプ Cの効用の増加幅も大きくなる。 

 

表 5：𝑹𝑨 = 𝟎. 𝟓 のときの平均効用の内訳 
 
5. ディスカッション 

iOS と Android の例からもわかるように、参加のオープンさを変えることが、他のプラ
ットフォームに対する競争優位につながると考えられる (Parker et al., 2016; Rietveld and 
Schilling, 2021)。一方で、オープンすぎると、質の低いコンテンツや一部の参加者の問題
行動が他の参加者の離反を招く可能性があるため、プラットフォームのオープンさを慎重

に管理することが重要である (Boudreau, 2012; Reischauer and Mair, 2018; West, 2003)。
このように「どのレベルのオープンさがプラットフォーム企業に競争優位をもたらすか」と

いう問いは実務において非常に重要だと考えられるが、実証的な議論が不足していた。そこ

で本研究は日本のブログ・プラットフォームにおいて、オープンさの低い新規企業（Note）
がオープンさの高い既存企業（はてなブログ）との競争に勝利し、参入に成功した事例を分

析した。オープンさの低い新規企業が参入に成功するという逸脱事例が起きたメカニズム

を ABSによって解明した。 
 
5.1. 参入企業のガバナンス施策: Focused participation 
まず本研究ではケーススタディから、参加者はタイプ A（アフィリエイターとして短期的
な PVや収益を目的としてブログを書く）とタイプ C（クリエイターとしてのスキルを長期
的に磨きたいと考える）に分けられると考えた。そしてタイプ C の割合が多い状況では、
そのセグメントを積極的に取り込むことで、プラットフォーム Y（Note：新規企業）がユー
ザーベースを拡大し、プラットフォーム X（はてなブログ：既存企業）に対する競争優位を
実現することがシミュレーションから確認された。 
「インターネットによって誰でも創作ができるようになった」とNoteの創業者は述べて
おり、近年タイプ Cが増えているという変化を感じ取っていた。確かに以下の 2つの事実
からもその変化を伺うことができる。第 1に、人々がクリエイター（発信者・販売者・生産
者）になろうとする傾向は、フリーランスとして働く人や関連するプラットフォーム・ビジ

ネス（例：Instagram, eBay, Upwork）の増加からも読み取ることができる (Katz and 

RA0 RA100*(UaA-UaC) UaC Ua
X 0.030 2.767 2.797
Y1 -0.051 -0.081 2.842 0.075 2.791 -0.006
Y2 -0.140 -0.088 2.917 0.075 2.778 -0.014
Y3 -0.219 -0.080 3.000 0.082 2.780 0.003
Y4 -0.282 -0.062 3.103 0.104 2.822 0.041
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Krueger, 2017; Sundararajan, 2016)。例えば KK2017は、アメリカでフリーランスなどと
して主に生計を立てている人が、10.7%（2005年）から 15.8%（2015年）に増加している
ことを明らかにした。第 2に、こういった変化を背景として、個人のクリエイターが収入を
得ることができる経済圏を指す  ”Creator Economy” という表現も生まれている。
SignalFire社が 2021年に発表したレポート（http://signalfire.com/blog/creator-economy/）
によると、クリエイターであると自認している人は世界で 5000万人にのぼり、少なくとも
200万人以上がフルタイム以上の収入を得ている。また、ニュースレター・プラットフォー
ムの Substackやクリエイター向けクラウドファンディングサービスの Patreonのような、
スタートアップがユーザー数を拡大しつつある。そして大手 SNSもクリエイターエコノミ
ーを意識した機能をリリースしつつある。Facebookは 2021年 6月にニュースレター配信
機能の「Bulletin」をリリースし、Twitter もクリエイターがコンテンツを有料配信できる
「Super Follows」という機能の提供を開始した。日本でも 2021年 7月に Noteなどを中
心として、「クリエイターエコノミー協会」の設立が発表された。この団体は (1) クリエイ
ティブ活動の普及・促進、(2) クリエイターの保護、(3) クリエイターの活躍を促進するた
めの政策提言を行っていくとしている。これらのエビデンスからも、現代になるにつれてク

リエイターが増えていると考えられ、そのようなユーザー属性の変化をとらえて、オープン

さをうまく調整したことがNoteが参入に成功した要因だと説明できる。 
このとき、新規企業はタイプ Aに対してはクローズド、タイプ Cに対してはオープンな
ガバナンスを行っていると考えられる。すなわち本研究は、ユーザーのセグメントに応じて

オープンさを変える“フォーカスド”なガバナンスの有効性を示すものである。既存企業よ

りもオープンさを高めることで、幅広いユーザーベースを確保するというこれまでに想定

されていた方法 (Boudreau, 2010; Parker and van Alstyne, 2018) ではなく、ユーザー候
補の属性の変化を感知し、その新たなユーザーに的を絞ったガバナンス施策によって、競争

優位を築ける可能性が明らかになった。 
 
5.2. ユーザー属性の変化への対応：Stably Open or Dynamically Focused 
また本研究は、既存企業が新規企業の参入に直面しても、戦略を変更しなかった理由につ

いても検討した。既存企業はオープンなガバナンスを行っているため、従来のタイプ A だ
けでなく、増加するタイプ C もある程度取り込むことができた。そのため、環境変化によ
って一時的に参加者の効用は低下したが、しばらくすると再び上昇することがシミュレー

ションから確認された。しかし新規企業はタイプ C をより積極的に取り込んでおり、その
割合が増えるにつれて、既存企業を大きく上回る効用の上昇が起きていた。 
この結果については 2 つの解釈ができる。第 1 に、追いつかれつつある既存企業は、環
境変化に気づくことができず、ガバナンス施策の変更が遅れてしまったということだ。プラ

ットフォームはダイナミックに変化していくことが大きな特徴である (Dattée, Alexy, and 
Autio, 2018; Wareham et al., 2014)。そのためプラットフォーム企業は、外部環境を継続的
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にスキャンして、新しい技術や顧客嗜好の変化、革新的な新規プラットフォームの脅威など

を発見する必要がある (Helfat and Raubitschek, 2018)。不変のルールやデザインではな
く、より流動的でダイナミックなガバナンス施策の必要性が最近の研究で指摘されている 
(Huber et al., 2017; Kyprianou, 2018)。ただし本研究からは、既存企業が環境変化に気づ
き、戦略を転換することの難しさが明らかになった。本研究のケースでいえば、アフィリエ

イターからクリエイターへというユーザー属性の変化は徐々に起こるものである。またこ

れまでオープンな参加を認めていたプラットフォームが、特定のユーザー層に参加を限定

することは既存ユーザーからの反発を招くと考えられる。これまでの研究 (Suarez and 
Kirtley, 2012; Zhu and Iansiti, 2012) のように、新規参入プラットフォームの優位性（例：
提供価値やガバナンス施策）に着目するだけでなく、既存の支配的なプラットフォームがな

ぜ参入を許してしまったのかについてさらに検討することが必要であると我々は考える。

また逆に強力なライバルの参入にもかかわらず、既存プラットフォームが優位を保ってい

る理由を分析することも有益だろう。 
第 2に、既存のブログ・プラットフォームは、新規に追い抜かれたものの、一定のユーザ
ーベースと参加者の効用を維持していたとも解釈できる。すなわち、オープンなガバナンス

はユーザー属性の変化に対して、レジリエントであるという解釈もできる。例えばNoteは
クリエイターにフォーカスすることで今のところ高い効用を実現しているが、10 年後には
参加者の属性が変化していることも十分に考えられる。そのときには、新たに出現したタイ

プにフォーカスした新規プラットフォームが現れる可能性がある。このときフォーカスド

なガバナンスを行うNoteは、競争優位を維持するためにフォーカスを移す必要があるかも
しれない。このように環境変化に対応してフォーカスをダイナミックな変えるか、オープン

に参加者を集め、一定の規模を維持するかという 2 つのガバナンス戦略が企業にとっての
選択肢となることが本研究から示唆される。以上をまとめると、どのような属性のユーザー

を取り込むか、あるいはそれをいつどのように変化させるのかというガバナンス施策の視

点は、ダイナミックなプラットフォーム企業間の競争という現象の理解に不可欠だと我々

は考えている。 
 

5.3. 実務への示唆 
本研究は日本の既存と新規の 2つのブログ・プラットフォームの比較分析から、「どのよ
うなオープンさがプラットフォーム企業に競争優位をもたらすか」という重要な問いに答

えた。ブログ・プラットフォームのような P2Pの取引プラットフォームでは、供給される
価値単位の質や参加者の行動のばらつきが大きく、技術的な仕様やフォーマルなルールだ

けでは十分に制御できない場合がある。そのためプラットフォーム企業によるアクティブ

な介入がより重要となると考えられる。シミュレーション結果からは、近年、クリエイター

の割合が増えていると考えられ、そのセグメントを積極的に取り込むことで、新規企業がユ

ーザーベースを拡大し、既存企業との競争に勝利したというメカニズムが明らかになった。
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このように幅広いユーザーベースを確保するというこれまでに想定されていた方法ではな

く、ユーザー候補の属性の変化を感知し、その新たなユーザーに的を絞ったガバナンス施策

によって、競争優位を築ける可能性が本研究から示唆される。 
また既存企業が環境変化に気づき、戦略を転換することの難しさも明らかになった。一方

で既存企業のようなオープンなガバナンスは、ユーザー属性の変化に対してレジリエント

であるという解釈もできる。このようにオープンに参加者を集め、一定の規模を維持すると

いうガバナンス戦略も企業にとっての選択肢となることが本研究から示唆される。Noteの
創業者のように変化の兆しをとらえる先見性をすべてのマネジャーが持ち合わせているわ

けではないだろうし、こういった予想が常に実現するとは限らない。長期的な環境変化に対

して、自社がどのようなガバナンス・ポリシーで臨むのかという意思決定が重要であるとい

える。 
 
5.4. 今後の展望 
本研究は事例研究と ABSを組み合わせた混合研究法によって、プラットフォーム・ガバ
ナンスについて新たな議論を付け加えた。このような手法を用いて、まだ発展途上であるプ

ラットフォームのガバナンス施策を、さらに多面的に検討することが期待される。例えば参

加者の効用が閾値を下回ると退出するというルールには発展の余地がある。すなわち本研

究では単純化のために既存と新規のプラットフォームを独立に作成したが、類似のプラッ

トフォームが競争している状況では、参加者がプラットフォーム Xから Yに乗り換えると
いうことが起こる。すなわちプラットフォーム Y に参加することで得られると期待される
効用を、プラットフォーム X の退出の閾値として組み込み、2 つ以上のプラットフォーム
を比較するという参加者の意思決定を表現することが考えられる。 
また本研究では、はてなブログが登場した 2011年から約 10年間のブログ・プラットフ
ォーム間の競争を分析した。しかし日本においては 2003年頃からライブドアブログやアメ
ーバブログといった別のプラットフォーム企業が存在している。このようにさらに時代を

さかのぼった分析を行うことで、ガバナンス施策のより長期的な成否について明らかにす

ることができる。特に本研究では新規企業が環境変化に対応したガバナンス施策によって

参入を果たしたが、既存プラットフォームがダイナミックにガバナンスを変更して長期的

に優位を保っている事例を分析することで、さらなるインサイトが得られると考えられる。 
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